
未来を描き つながる まち創り予算

令和８年２月
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令和８年度は、第５次瑞穂町⾧期総合計画の後期基本計画がスタートを
切る、町の未来にとって極めて重要な節目となります。また、多摩都市モ
ノレール延伸事業の一歩目を踏み出す歴史的転換期の始まりの年でもあり
ます。前期５年間の施策の進捗状況、成果を点検・検証し、町の新たな行
政課題への挑戦を念頭に置き、各施策を着実かつ時代の変
化に即応し、高いスピード感をもって、果敢に推進するこ
ととしました。

その結果、令和８年度予算は、過去最高となった令和７
年度の予算額をさらに上回る積極果敢な予算編成と
なりました。
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瑞穂町の財政状況
歳入のうち、根幹をなす町税は、令和６年度決算から、個人所得や法人

所得は緩やかな回復傾向が見られるものの、不透明な社会情勢を踏まえる
と楽観視できる状況ではなく、一方で歳出は、老朽化した公共施設の維持
管理費用、物価高騰による各種業務委託料などの増加が見込まれるのに加
えて、人口減少・少子化に対応するための子育て支援策
や、地域コミュニティの維持、激甚化・頻発化する豪雨
や切迫する大地震等の自然災害への備え、多摩都市モノ
レールの箱根ケ崎方面延伸に伴う都市基盤整備など、更
なる財政需要の増大が見込まれます。
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前記のとおり厳しい財政見通しの中にあっても、多摩都市モノレール箱根
ケ崎方面延伸を着実に後押ししていかなければなりません。さらに、この機
を捉え、様々な施策とのシナジー効果を生み出すことを目指し、以下の

６つの視点から、町の成⾧を加速させ、町民が「住みたい町」と実感で
きるための予算編成に取り組みました。
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（前年度当初予算比 +9億1,400万円 +5.3％）
歳入のうち、町税は、対前年度比3億4,666万6千円、4.8％の増額、また、税連動交付金は、個

人消費や企業収益の堅調な推移、好調な株式相場など、緩やかな景気回復に加え、税制改正に伴
う財源補填などもあり、対前年度比2億1,325万8千円、15.6％の増額を見込みます。税収等の増額
により、普通交付税については、令和８年度においても不交付になるものと見込んでいます。
歳出では、人件費の増加や物価高騰の影響により各種経費が増額となる中で、二小学童保育ク

ラブ建設事業、施設型給付費負担金など子育て環境の充実、校務支援システムの構築事業など教
育環境の充実、ビューパーク競技場改修事業などの施設整備、多摩都市モノレール出資金、町道3
号線無電柱化事業、自動運転移動サービスの実装事業の実施など多摩都市モノレール延伸と連動
した交通環境の充実などにより、一般会計歳出総額は、180億3,700万円となりました。

令和７年度予算額を上回り、過去最高額を更新する予算額となりました。
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町税 41.5%

都支出金 16.9%

国庫支出金 14.1%

繰入金 10.0%

地方消費税交付金
5.7%

国有提供施設等所在市町村

助成交付金等 4.9%

法人事業税交付金
1.4% 諸収入 1.2%

その他 4.3%

構成比
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民生費 39.2%

土木費 17.0%

教育費 13.0%

総務費 12.7%

衛生費 10.4%

消防費 3.8%

農林水産業費 1.0% その他 2.9%

構成比
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（前年度当初予算比 +2億9,141万2千円 +3.6％）

会計名 令和8年度
当初予算額

令和7年度
当初予算額 対比

国民健康保険 35億7,993万5千円 34億7,145万6千円 3.1％

駅西区画整理 7億3,026万2千円 8億5,412万3千円 △14.5％

介護保険 30億8,987万3千円 28億9,236万8千円 6.8％

後期高齢者医療 10億6,561万4千円 9億5,543万円 11.5％

殿ケ谷財産区 441万円 418万5千円 5.4％

石畑財産区 1,371万円 1,543万6千円 △11.2％

箱根ケ崎財産区 892万8千円 832万6千円 7.2％

⾧岡財産区 83万7千円 83万3千円 0.5％
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令和8年度
当初予算額

令和7年度
当初予算額 対比

収益的収入 15億2,302万4千円 14億2,425万円 6.9％

収益的支出 15億2,522万6千円 12億9,514万1千円 17.8％

資本的収入 2億9,477万8千円 17億9,172万7千円 △83.5％

資本的支出 4億5,715万4千円 19億4,110万1千円 △76.4％



 障害福祉サービスの提供体制の確
保に向けた目標を定めるため、第
８期障害福祉計画及び第４期障害
児福祉計画を策定します。
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 高齢者保健福祉施策の推進と、介護保険
事業の円滑な運営のため、第１０期高齢
者保健福祉計画、介護保険事業計画を策
定します。

 加齢性難聴による「聞こえ」の問題を解
消するため、高齢者補聴器購入費の助成
を開始します。



 競技場の機能向上、イベント時の利便性及び
快適性の向上を図るため、ビューパーク競技
場を改修します。老朽化が進む体育施設を改
修し、安全・安心な施設を維持します。

 令和１０年度のねんりんピックの開催に向け
て準備を進めます。
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 受診申込み手続の利便性向上のため、検
検（健）診予約システムを導入します。

 保健センターについて、施設の⾧寿命化
を図り、適正に維持します。



 待機児童の解消、登所時の児童の安全確
保を図るため、第二小学童保育クラブを
建設します。

 町内私立保育園の施設の建て替えを支援
します。

 こども誰でも通園制度を拡充した、東京
都による多様な他者との関わりの機会の
創出事業を実施します。
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 子供家庭センターを核として、給付等
による経済的支援と専門職による相談
支援により、妊娠期から子育て期の家
庭への切れ目のない伴走型支援を継続
します。



 児童・生徒の学ぶ意欲を高めるた
め、地域学校協働本部事業による
放課後学習「学びのテーマパー
ク」を継続します。
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 学校施設⾧寿命化計画に基づき、老朽
化した施設の計画的な改修等を進め、
安全で快適な学習環境を整備します。

 少子化が進む中でも、子どもがスポー
ツ・文化芸術活動に親しめる機会を確
保するため、部活動の地域展開を進め
ます。

 学校業務のデジタル化を推進し、教職員
の学校経営を効率化・高度化させるため、
校務支援システムを更新します。



 町内会、自治会、地域防災組織など
の地域づくり事業への支援を継続し
ます。
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 利用者の安全を確保するため、経年劣
化が見られるスカイホールの設備等の
更新を行います。

 国際的な視野に立ち、社会に貢献で
きる人材を育成するため、海外留学
奨学資金等支給制度を継続します。



 スマート農業・環境負荷軽減推進事業補
助金を継続し、農業生産における省力
化・効率化、生産性の向上及び技術承継
を支援します。

 認定農業者の行う農業施設や設備の整備
に要する経費を補助し、農業経営を支援
します。
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 新製品・新技術開発の取組や、事業承継、
従業員のスキルアップ、人材確保及び販
路開拓の促進により、地域産業の持続可
能な成⾧を支援します。

 町の農業・商業・工業・観光等各種産業や伝
統文化を紹介し、町民相互の融和と産業振興
を図ります。



 駒形・高根スポーツ広場に、新たに防災
機能を付加し、地域の防災拠点とするた
め、整備に着手します。

 第４分団消防ポンプ自動車を更新し、防
災力の維持・向上を図ります。
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 箱根ケ崎駅東西自由通路やリサイ
クルプラザなど、公共施設のLED
化を進め、電力消費量の抑制によ
る環境負荷低減、経費削減を図り
ます。



 多摩都市モノレール延伸を見据えて、
No.６駅周辺の産業近代化拠点の形成、
No.７駅周辺エリアのまちづくりに向
けて検討を進めます。
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 多摩都市モノレールの都市計画事業認可を受
け、多摩都市モノレール株式会社へ出資金を
拠出します。

 コミュニティバスの自動運転移動サービス実
装事業、バスの運行状況の分かるバスロケー
ションシステムの導入により、公共交通の
サービス水準の維持・向上を図ります。



 空き家対策に関する相談窓口の周知啓発
を行うとともに、空家等対策条例（仮
称）を制定します。
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• 都市における円滑な交通の確保、モノレール
延伸を見据えた交通ネットワークの形成を図
るため、都市計画道路３・５・２３号線の事
業認可、都市計画道路３・５・２４号線の整
備完了を目指します。

• 災害時の緊急車両等の円滑な通行を確保し、都
市防災機能の向上を図るため、町道３号線の無
電柱化を推進します。

• 狭あい道路の解消、安全で快適な通行を確保す
るため、町道４６１号外２路線の改修、町道１
号線の交差点改良の設計を行います。



• 「協働の窓口（みず
ほマッチング）」に
より、協働に関する
様々な相談、提案等
を受け付け、地域の
団体等に対して支援
を図ります。
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• 国の「自治体ＤＸ推進計画」に基づ
き基幹系業務システムの標準化・共
通化に取り組み、自治体間の情報連
携の円滑化を図ります。

• 住民情報系等システムに使用する機
器及びプリンタを入替えます。



巻末資料
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• 一般会計 歳入
• 一般会計 歳出
• 地方消費税交付金の充当状況
• 都市計画税の充当状況
• 令和８年度予算 主な工事



令和８年度 令和７年度 前年度比較 増減率
千円 千円 千円 ％

1 町税 7,494,511 7,147,845 346,666 4.8
2 地方譲与税 83,700 81,700 2,000 2.4

3 利子割交付金 33,000 23,100 9,900 42.9

4 配当割交付金 56,500 56,500 0 0.0
5 株式等譲渡所得割交付金 113,000 68,900 44,100 64.0

6 法人事業税 交付金 257,437 245,079 12,358 5.0

7 地方消費税 交付金 1,026,000 908,000 118,000 13.0
8 国有提供施設等所在市町村助成交付金等 875,802 854,361 21,441 2.5

9 地方特例交付金 93,900 32,800 61,100 186.3

10 地方交付税 40,000 1,000 39,000 3,900.0
11 交通安全対策特別交付金 4,900 5,100 △ 200 △ 3.9

12 分担金及び負担金 20,730 40,861 △ 20,131 △ 49.3

13 使用料及び手数料 168,147 170,134 △ 1,987 △ 1.2

14 国庫支出金 2,516,403 2,331,313 185,090 7.9

15 都支出金 3,059,739 2,899,620 160,119 5.5

16 財産収入 15,986 6,543 9,443 144.3

17 寄附金 40,000 35,000 5,000 14.3

18 繰入金 1,807,704 1,450,514 357,190 24.6

19 繰越金 120,000 120,000 0 0.0

20 諸収入 209,541 612,430 △ 402,889 △ 65.8

 環境性能割交付金 0 32,200 △ 32,200 △ 100.0

歳 入 合 計 18,037,000 17,123,000 914,000 5.3

款



令和８年度 令和７年度 前年度比較 増減率
千円 千円 千円 ％

1 議会費 162,782 169,797 △ 7,015 △ 4.1

2 総務費 2,291,619 2,502,053 △ 210,434 △ 8.4

3 民生費 7,065,997 6,518,560 547,437 8.4

4 衛生費 1,873,700 1,742,914 130,786 7.5
5 農林水産業費 180,366 261,387 △ 81,021 △ 31.0

6 商工費 115,730 108,095 7,635 7.1

7 土木費 3,064,556 2,223,356 841,200 37.8

8 消防費 675,634 717,934 △ 42,300 △ 5.9
9 教育費 2,336,163 2,603,348 △ 267,185 △ 10.3

10 公債費 224,693 245,189 △ 20,496 △ 8.4

11 諸支出金 20,502 4,491 16,011 356.5
12 予備費 25,258 25,876 △ 618 △ 2.4

歳 出 合 計 18,037,000 17,123,000 914,000 5.3

款



歳入 （単位：千円）

うち社会保障財源化分

歳出
充当対象予算額 特定財源 差引充当対象額 充当額

270,328 1,603 268,725 137,185
497,381 4,029 493,352 251,859
351,235 351,235 179,307

1,118,944 5,632 1,113,312 568,351

歳入 （単位：千円）

歳出
充当対象予算額 特定財源 差引充当対象額 充当額

駅西土地区画整理事業特別会計繰出金 726,219 15,000 711,219 356,309

街路事業 75,014 34,125 40,889 20,485

下水道事業会計出資金及び負担金 564,498 67,000 497,498 249,239

1,365,731 116,125 1,249,606 626,033合計

都市計画税 現年課税分
都市計画税 滞納繰越分

合計

（単位：千円）
都市計画税 対象事業

（単位：千円）

国民健康保険特別会計繰出金
介護保険特別会計繰出金
後期高齢者医療特別会計繰出金

合計

地方消費税交付金
予算額

1,026,000
568,351

626,033
2,392

623,641
予算額



令和8年度予算 主な工事


